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１．はじめに
ライフサイクル・コスティング（Life Cycle Costing）は1929年のアメリカ会計検査院
の「トータル・コスト」概念を支持した判定１を起源とし、1960年代のアメリカ国防総省
による軍事物資の調達に関する研究を基盤にして今日まで発展してきた原価計算の手法で
ある［岡野（2003）、10、236頁］。ライフサイクル・コスティングは製造段階で発生する
コストだけではなく、製品の開発・設計から製品の使用・廃棄に至るまでの製品ライフサ
イクルのすべてのコストを計算する点に特徴がある。省エネルギーの推進および地球環境
保護の観点からも多くの文献でその重要性が指摘されており、原価計算および管理会計の
多くのテキストでは何らかの形でライフサイクル・コスティングについて言及されている。
その一方で、わが国で過去に実施された原価計算あるいは原価管理に関する実態調査の
結果からは、ライフサイクル・コスティングはほとんど活用されていないという結果が出
ている（図表１参照）。
ただし、これらの実態調査では質問票を送付する際に、業種を特に限定していない点を
考慮すべきである。ライフサイクル・コスティングに関する先行研究は欧米を中心に既に
一定数の蓄積があるが、それらの多くは軍事物資の調達、建造物（建物や橋）、乗り物
（航空機や船舶）および情報システムなど、ごく限られた業種あるいは製品を対象にして
行われた研究である。これらの事実から、ライフサイクル・コスティングは従来の原価計
算とは異なる特殊な原価計算方法であるがゆえに、原価計算の対象となる製品のタイプ、
あるいは原価計算を行う企業のビジネスモデルによって、ライフサイクル・コスティング
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図表１　近年の実態調査におけるライフサイクル・コスティングの活用状況
実態調査を行った研究者あるいは団体
日本大学商学部会計学研究所２
日本簿記学会・簿記実務研究部会３
森久教授４
中央大学企業研究所５
西澤脩教授６
実施年度
2003
2002
1997
1994
1994
回答総数
（無回答除く）
102
153
164
  81
126
ライフサイクル・コスティ
ングを活用している企業数
0社  （0％）
5社（3.3％）
15社（9.1％）
5社（6.3％）
8社（6.3％）
の適用可能性に差が生じると考えられる。すなわち、業種によってライフサイクル・コス
ティングの考え方がなじみやすい業種となじみにくい業種があるのではないかと考えられ
る。
以下、本稿ではまず原価計算の対象となる製品の特性からライフサイクル・コスティン
グの適用可能性について考察する。ついで、原価計算を行う企業のビジネスモデルに注目
してライフサイクル・コスティングの適用可能性について考察する。これらの考察をふま
えて、ライフサイクル・コスティングの適用可能性が高い業種の一つとして建設業界を取
り上げて、建設業界におけるライフサイクル・コスティングについて検討したい。
２．製品のタイプとライフサイクル・コスト
（１）ライフサイクル・コスティングの特殊性
1970年にアメリカ国防総省はライフサイクル・コスティングをつぎのように定義した。
「ライフサイクル･コスティングとは、ハードウェアおよび関連する支援物に関する契約を
判断する際に、取得時に要する支出だけでなく、所有によって発生する運用コスト、保全
コスト、およびその他のコストなどを考慮に入れて取得する、あるいは調達する技法であ
る。この技法の目的は、ハードウェアのライフサイクル全体にわたり政府が支出するコス
トを最小化することを確実にすることである。」［U.S.Department of Defense（1970）, p.1-
1］この定義はライフサイクル・コスティングに関する最も古い定義である。
時代の変化に応じて少しずつ表現が変化し、近年ではライフサイクル・コスティングが
計算対象とするコストについて様々な議論がある７にせよ、ライフサイクル・コスティン
グの根本的な部分は1970年のアメリカ国防総省の定義から変化していない。すなわち、物
品の取得コストの大小だけで意思決定を行うのではなくライフサイクル・コストによって
意思決定を行うこと、物品の取得に要するコストと物品の取得後に発生するコストのトレ
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図表２　あるシステムのライフサイクル・コストとその内訳
（出所）Blanchard,B.S. and W.J.Fabrycky（2006）, Systems Engineering and Analysis,  4th ed., 
　　　　Prentice Hall,Upper Saddle River,New Jersey,p.603.
ード・オフ分析を行いライフサイクル・コストの最小化を図ること、およびライフサイク
ル・コスティングの計算対象としてつぎのようなコストを考えるという点である。
（ア）開発・設計コスト （ア）と（イ）をひとまとめにして
（イ）製造コスト　　　　　｝ 「取得コスト」とする場合もある８
（ウ）運用・保全コスト９
（エ）廃棄コスト
ライフサイクル・コスティングが従来の原価計算手法と大きく異なるのは原価計算の対
象を製造コストだけではなくライフサイクル・コスト全体に拡大していることである。さ
らに、従来の原価計算は原則として既に発生したコストの集計であったのに対して、ライ
フサイクル・コスティングでは将来発生するコストを見積り、それらを集計している。こ
れらの点にライフサイクル・コスティングの原価計算手法としての特殊性を見出すことが
できる。
（２）運用・保全コストおよび廃棄コストの重要性
ライフサイクル・コスティングを行うことの大きな意義の一つは製造段階以後で発生す
るコスト（運用・保全コストおよび廃棄コストなど）を計算することである。従来の原価
計算ではこれらのコストは十分に考慮されてはいなかった。しかし、製品のハイテク化、
製品の複雑化および製品寿命の長期化といった要因から、製品ライフサイクル・コストに
占めるこれらのコストの割合は増大する傾向にある。
図表２はあるシステムのライフサイクル・コストとその内訳を示したものである。製品
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ライフサイクル・コスト全体に占める製造段階以後で発生するコスト（運用・保全コスト
と廃棄コスト）の割合がほぼ半数となっている。このように製品の製造段階以後で多くの
コストが発生する製品に対してはライフサイクル・コスティングを適用する意義が高まる。
運用・保全コストの大小は製品ライフサイクルの長さによって影響を受ける。製品ライ
フサイクルの長い製品では定期的なメンテナンス、補修および部品交換の回数が増加する。
また、製品の寿命が近づくにつれて故障などの回数も増加する可能性が高いことから、運
用・保全コストおよび廃棄コストは製品ライフサイクルが長くなればなるほど増大する傾
向にある。
ジャクソン・ジュニア（D.W.Jackson,Jr.）教授とオストローム（L.L.Ostrom）教授によ
る調査10では、ライフサイクル・コスティングを活用していると回答した企業に対して
「どのくらいの期間の耐用年数を持つ製品あるいはシステムに対してライフサイクル・コ
スティングを活用しているか」という質問を行っている。その結果、63％の回答者は5年
以上の耐用年数を持つ製品あるいはシステムに対してライフサイクル・コスティングを適
用すると回答している［Jackson,Jr. and Ostrom（1980）, p.11］。このことからも、製品ラ
イフサイクルが長い製品ほどライフサイクル・コスティングを活用する意義が大きいと考
えられる。
運用・保全コストおよび廃棄コストは当該製品が市場で競争優位を確保するうえでも重
要な要素である。ユーザーは運用・保全段階で発生するコストが小さい製品を望んでいる。
なぜならば運用・保全コストおよび廃棄コストの大半を実際に負担するのは、当該製品の
ユーザーだからである。製品ライフサイクルが長い製品の場合にはユーザーが運用・保全
コストおよび廃棄コストを重視する傾向はますます顕著になる。したがって、ライフサイ
クル・コスティングを実施して運用・保全コストおよび廃棄コストを把握しておくことは
重要である［Shields and Young（1991）, p.49、小林（1996）、3頁］。
（３）製品自体の価格とライフサイクル・コスティング
ライフサイクル・コスティングの計算対象となる製品あるいはシステムの販売（購入）
価格自体が高いか否かも重要な問題である。なぜならば、製品の販売（購入）価格が高く
なればなるほど運用・保全段階以後で発生するコストの金額も大きくなるからである。販
売（購入）価格が高い製品に対する意思決定では運用・保全段階以後で発生するコストに
より多くの注意を払わなければならない［Bull（1993）, p.148］。
また、ライフサイクル・コスティングを実施するためには、将来にわたり発生が予想さ
れるコストについて見積作業を行う必要があるが、これらの作業には非常に多くの手間と
コストがかかる［Emblemsva
○
g（2003）, pp.290－291］。当該製品の販売（購入）価格が安
い製品に対してこのような手間とコストをかけてライフサイクル・コスティングを適用す
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ることにはあまり意味がない。手間とコストをかけるに見合うだけの販売（購入）価格の
製品であるか否かということもライフサイクル・コスティングの適用を考えるうえでの検
討事項である。
具体的な例として壁掛け時計のライフサイクル・コスティングについて考えてみたい。
壁掛け時計の製品ライフサイクルは10～20年程度に及び非常に長い。10～20年の間には乾
電池の交換が何回も必要となり運用・保全段階でコストが発生することから、ライフサイ
クル・コスティングを適用する意義があるようにもみえる。しかし、壁掛け時計は価格自
体が非常に安いため運用・保全段階で発生するコスト（大半は乾電池の代金）はわずかに
すぎない。価格の安い製品に対して多くの手間とコストをかけてライフサイクル・コステ
ィングを適用してもあまり意味はない。
前出のジャクソン・ジュニア教授とオストローム教授による調査では、ライフサイク
ル・コスティングを活用していると回答した企業に対して「ライフサイクル・コスティン
グを適用するか否かの境界線（cut off）となる購入価格を設定しているか」という質問を
行っている。その結果、59％の回答者が境界線となる購入価格を設定していると回答して
いる。境界線となる購入価格の範囲は100ドルから500,000ドルまで広範囲にわたったが、
回答者の平均値は47,766ドルであった［Jackson,Jr. and Ostrom（1980）, p.12］。ジャクソ
ン・ジュニア教授とオストローム教授の論文が発行された1980年当時の円相場の対ドル為
替レートは１ドル＝220円前後であったことから、比較的高価な物品の取得に対してライ
フサイクル・コスティングが適用されていたことになる。
（４）ライフサイクル・コスティングの適用可能性が高い製品
これまでの考察から、ライフサイクル・コスティングの適用可能性が高い製品とは、つ
ぎのような特色を有する製品であると考えられる。
①製品の製造段階以前で発生するコストよりも製造段階以後で発生するコストの方が
大きくなる製品
②製品ライフサイクルが長い製品
③製品それ自体の販売（購入）価格が高い製品
上述した3つの特徴をすべて有する製品として、建造物（建物や橋など）、情報システム、
航空機、船、鉄道車両などが挙げられる。これらの製品に対してはライフサイクル・コス
ティングの適用可能性が高く、また適用する意義も大きいと考えられる。一方で、前述し
た壁掛け時計、運用・保全コストが事実上存在しない食料品、およびメンテナンスや補修
を前提としない使い捨て製品などはライフサイクル・コスティングの適用可能性が低い製
品である。
ライフサイクル・コスティングはアメリカ国防総省の研究を基盤として発展してきた経
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図表３　ライフサイクル・コストのフェーズ別発生割合と決定の度合い
（出所）Blanchard,B.S.and W.J.Fabrycky（2006）, Systems Engineering and Analysis, 4th ed., 
　　　　Prentice Hall,Upper Saddle River,New Jersey, p.583、一部修正。
緯があるが、アメリカ国防総省がライフサイクル・コスティングを活用して調達している
軍事物資は、戦闘機、軍艦、ミサイルシステムなどである。これらの軍事物資は上述した
3つの特徴をすべて有していることから、まさにライフサイクル・コスティングの適用可
能性が高い製品である。
３．ビジネスモデルとライフサイクル・コスティング
（１）デザイン・ツー・コストの有効性
製品の製造段階以後で発生するコスト（運用・保全コストおよび廃棄コスト）の多くは
ユーザーが負担する。したがって、ライフサイクル・コスティングを行うことによって得
られるメリットはメーカーよりもユーザーの方が大きい。アメリカ国防総省がライフサイ
クル・コスティングを導入したきっかけはユーザーである国防総省が負担するコストを小
さくすることにあったように、ライフサイクル・コスティングはその発展経緯からメーカ
ーよりもユーザーが主導になって行われてきた［小林（1996）、3頁］。しかし、実際に製品
を開発・設計、製造するのはユーザーではなくメーカーである。
図表３から明らかなように、開発・設計段階で実際に発生するコストがライフサイク
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図表４　デザイン・ツー・コストの全体像
（出所）Michaels, J.V. and W.P.Wood（1989）, Design to Cost, John Wiley & Sons Inc., 
　　　　New York, p.132..
ル・コスト全体に占める割合は小さいが、ライフサイクル・コストの80～85％は製品の開
発・設計段階で決定されてしまう。どのような設計が行われたかによって、将来の運用・
保全コストおよび廃棄コストの発生額は事実上決定してしまい、実際に製品の製造段階以
後で運用・保全コストおよび廃棄コストを低減することは困難であることを図表３は示し
ている［Blanchard and Fabrycky（2006）, p.583, Shields and Young（1991）, p.39,42］。
製品の開発・設計に直接関与することができないユーザーが運用・保全コストおよび廃
棄コストを低減するためには、つぎのいずれかの方法を取ることになる。
①ユーザーはメーカーに対して、ライフサイクル・コストが小さくなるような製品の
開発・設計を行うように個別に注文を出す。
②既に市場に流通している製品からライフサイクル・コストが小さいものを選んで購
入する。ただし、この場合には希望する製品が市場に存在しないリスクがある。
自動車や家電製品などのような製品は②のような方法で取得することも可能である。し
かし、前節で考察したライフサイクル・コスティングの適用可能性が高い製品（建造物、
情報システム、航空機、船、鉄道車両など）についてはユーザーが求める仕様（性能・デ
ザインなど）がそれぞれ異なるために、①の方法によらなければ取得が難しい。
①のような方法は特にデザイン・ツー・コスト（design to cost）とよばれる。デザイ
ン・ツー・コストはライフサイクル・コスティングとともにアメリカ国防総省で開発され
た技法であり、デザイン・ツー・コストとライフサイクル・コスティングは軍事物資の調
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達においてセットで活用されてきた経緯がある。「デザイン・ツー・コストは顧客の観点
から妥当であると考えられるコストでシステムもしくは製品を生産することに関して、コ
スト面での成功を要求するマネジメント概念である。」［Michaels and Wood（1989）, p.1］
と定義されるように、デザイン・ツー・コストではメーカーはあらかじめ顧客の要求を聞
いたうえで製品の開発・設計段階からメーカーと顧客が一体となって製品の生産に取り組
む点に特徴がある。
図表４はデザイン・ツー・コストの全体像を示したものである。デザイン・ツー・コス
トではコスト（デザイン・ツー・コストでは「コスト」といえば通常はライフサイクル・
コストのことを指す）は性能および納期と並んで重要視される。メーカーは顧客から提出
されたコスト、性能、納期に関する要求に基づいてトレード・オフ分析を繰り返し、必要
に応じて顧客と相談しながら、顧客が妥当であると考えるコスト（図表４の「目標値」）
の範囲内で顧客が要求する性能と納期を満たした製品を開発・設計することを目指す
［Michaels and Wood（1989）, pp.1-2,131-132］。ここで重要なことは、デザイン・ツー・コ
ストは顧客の要求（コスト・性能・納期）から製品の開発・設計がスタートして、顧客と
メーカーは頻繁に相談を重ねながら両者が一体となって製品の開発・設計が行われること
である。ライフサイクル・コスティングを適用し、その効果を最大限に引き出すためには
デザイン・ツー・コストはとても有効な手法であると考えられる11。
（２）製造段階以後のユーザーとメーカーの関係
ライフサイクル・コスティングを効果的に行うためには製品の開発・設計段階だけでは
なく、製品の製造終了後のメンテナンスや補修についてもメーカーとユーザーが関係を維
持するようなビジネスモデルであることが望ましい。このようなビジネスモデルの一例と
して情報システムの構築が挙げられる。情報システムを構築した業者は引き続き、情報シ
ステムの保守や改修を担当することが通常のケースである。メーカーとユーザーの関係は
情報処理システムの構築から廃棄まで継続することになる。
メーカーとユーザーの関係が続くことによるメリットはメーカーの方がより大きくなる。
メーカーがライフサイクル・コストの見積りを行う場合に特に予測が難しいのが運用・保
全コストである。製品の運用・保全段階は長期間にわたるうえに、メンテナンスや補修の
コストを正確に見積ることは製造コストを見積ることに比べて困難だからである［Blanchard
and Fabrycky（2006）, p.598,IEC（2004）, p.9］。メーカーの立場に立った場合、製品の販売
後のメンテナンスや補修をメーカー自身が引き受ける場合と他の業者が引き受ける場合と
では、運用・保全コストを見積る困難さが変わってくる。前者の場合の方が運用・保全コ
ストを見積る困難さは軽減されると考えられる。自社内の類似製品のメンテナンスや補修
に関するデータを利用できるうえに、自身が開発・設計した製品であればメンテナンスや
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補修が必要になる頻度、実施した場合のコストなどもより正確に予測できるからである。
製品のライフサイクル・コスト情報を完全な形で得られるのもメーカーにとって大きな
メリットである。運用・保全段階以後でもユーザーとの関係が続きユーザーが負担するコ
ストについても把握できることで、当該製品の開発・設計から廃棄までに発生したすべて
のコストを把握することができる。ライフサイクル・コスト情報を完全な形で入手できる
ことは、つぎの製品開発に大いに役立つ。
製造段階以後もメーカーとユーザーが関係を維持することは、メーカーとユーザーとが
一体となって製品設計を行う体制を築くうえでも重要である。ユーザーとの関係が製品ラ
イフサイクルの終了時まで継続する場合と継続しない場合とでは、ライフサイクル・コス
トに対するメーカーの考え方が変わってくる可能性がある。ユーザーとの関係が継続する
場合には、メーカーはライフサイクル・コストの最小化ということについてより強く意識
するであろうし、当該製品が廃棄されるまでメーカーはライフサイクル・コストに対して
何らかの責任を負わざるを得なくなるからである。
４．建設業界への注目
第２節および第３節ではライフサイクル・コスティングの適用可能性が高いと考えられ
る製品のタイプとビジネスモデルについて考察した。第４節では第２・３節で考察した内
容をふまえて建設業界を取り上げて、建設業界がライフサイクル・コスティングの適用可
能性が高い業種であることを明らかにしたい。
（１）建設業の特徴とライフサイクル・コスティング
建設業界はつぎのような特徴を有することから、ライフサイクル・コスティングの適用
可能性が高い業種であると考えられる。
第一の特徴として、建設業界が作り出す建造物（建物や橋など）は耐用年数が非常に長
いため、製品の運用・保全段階で発生するコストは建設コストの数倍に及ぶことが挙げら
れる。図表５はある事務所建造物のライフサイクル・コストの内訳を示したものである。
65年間の使用を想定したこの建造物では、大規模事務所建造物の場合には建設コストのお
よそ４倍のコストが運用・保全段階で発生し、中規模事務所建造物の場合にはおよそ５倍
となる。このことから明らかなように、建物などの建造物に対してはライフサイクル・コ
スティングを適用して、設計段階から運用・保全段階で発生するコストを考慮に入れた設
計が不可欠である。
第二の特徴として、建造物は非常に高額であることが挙げられる。図表５の単位が「億」
円であることからも明らかなように、建造物の取得には非常に多額の資金を要する。した
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がって、手間とコストを惜しまずにライフサイクル・コスティングを適用してライフサイ
クル・コストの最小化を図る意義は十分にあると考えられる。
第三の特徴として、建造物の生産は基本的に個別受注生産形態を取ることが挙げられる。
建造物でも特に巨大なものは競争入札を経て受注業者を決めるプロセスが一般的であり、
また入札を実施するか否かに関係なく建造物を設計する段階ではユーザーの要求（コスト、
性能およびデザインなど）を確認するという作業は必ず行われる。実際に建造物の建設が
始まってからも随時メーカーとユーザーは工事の進捗状況に関する情報を共有し、コスト
や仕様の変更が発生した場合には協議する体制が取られる。したがって、建造物は建設業
者（メーカー）と発注者（ユーザー）とが一体となって建造物の設計から建設まで行われ
ることから、デザイン・ツー・コストに類似している。
第四の特徴として、建設業者と発注者の関係は建造物の完成をもって終了するわけでは
なく、その後も継続することが多いことが挙げられる。建設業者はグループ企業の中にメ
ンテナンス、補修工事およびビル管理などを専門に行う業者を抱えているケースが多く、
建設業者と発注者の関係は建造物の解体まで継続するケースも十分に考えられる。
ここでは、事例として株式会社竹中工務店のアフターケア制度と東急建設のファシリテ
ィマネジメントを取り上げたい。
①竹中工務店のアフターケア
図表６は竹中工務店のアフターケアを図示したものである。竹中工務店では建物の完成
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図表５　中規模事務所建造物と大規模事務所建造物のライフサイクル・コストの内訳
（出所）石塚義高（1996）『建築のライフサイクルマネジメント』井上書院、97、101頁。
（注）中規模事務所建築物は6,474㎡、大規模事務所建築物は86,818㎡の規模を持ち、立地は東京、事務所の使用
年数は65年間と想定している。
中規模事務所建造物 大規模事務所建造物
後２年間はアフターサービスとして、建物の定期巡回と点検、補修（必要な場合）、およ
び中長期の建物の維持保全計画の作成といった各サービスを無償で提供する。アフターサ
ービス制度が終了した後も希望すれば建物の修繕、更新および魅力再生に向けた改修工事
などのアフターケアを受けることができる。完成３年目以降は竹中工務店の保全担当所長
と営業担当者がグループ企業である株式会社アサヒファシリティズと連携しながらアフタ
ーケアを進めていくことになる（図表７参照）。
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図表６　竹中工務店のアフターケア
（出所）竹中工務店ホームページ　http://www.takenaka.co.jp/ara/aftercare/index.html
（2009年１月８日アクセス）
図表７　アフターケアを支える体制（竹中グループの場合）
（出所）竹中工務店ホームページ　http://www.takenaka.co.jp/ara/aftercare/index.html
（2009年１月８日アクセス）
②東急建設のファシリティマネジメント
社団日本ファシリティマネジメント推進協会によればファシリティマネジメントはつぎ
のように定義されている。「企業・団体等が組織活動のために施設とその環境を総合的に
企画、管理、活用する経営活動。」ファシリティマネジメント推進協会は上記の定義を補
足しているが、その内容を要約すると、ファシリティ・マネジメントとは民間企業をはじ
めとした病院・学校・官公庁その他のすべての事業体が保有する業務用不動産（土地、建
物、構築物、設備等）を最適な状態（コストを最小化し、最大の効果を引き出す）で保有
し、運営、維持するための総合的な経営管理活動であり、ファシリティマネジメントを通
じて経営の効率アップ、施設関連費用の最小化を図ることであるという［日本ファシリテ
ィマネジメント推進協会ホームページ］。
ファシリティマネジメントには建設業界も積極的に関与しており、大手ゼネコンあるい
は準大手ゼネコン各社のホームページにはファシリティマネジメントに関する記述がみら
れることが多い。ここでは、東急建設株式会社のファシリティマネジメントについて検討
したい。図表８は東急建設のファシリティマネジメントの概要を図示したものである。図
表８では建物のライフサイクルに応じて、企画・計画、設計・施工、維持保全、リニュー
アル・診断の４つの区分がなされている。従来は建設会社が直接関与するのは設計・施工
の部分だけであったが、東急建設のファシリティマネジメントでは建設会社が持つ技術、
ノウハウ、様々なデータを活かしてグループ企業12の協力を得ながらファシリティマネジ
メントのサービス提供に取り組んでいる。建物の企画・計画段階から将来にわたり施設が
最適な状態を維持できることを念頭において建物の設計、将来の維持保全・リニューアル
計画を策定することで、建物のライフサイクル・コストを最小にするばかりでなく、建物
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図表８　東急建設のファシリティマネジメント
（出所）東急建設ホームページ　http://const.tokyu.com/fm/index.html（一部修正）
（2009年１月８日アクセス）
から得られる便益を最大限に引き出すことができる。
（２）ライフサイクル・コスティングに関する事例研究と建設業界
コルピ（E.Korpi）教授とアラ・リスク（T.Ala-Risku）教授はライフサイクル・コステ
ィングに関する過去の事例研究について調査した論文（Life cycle costing: a review of
published case studies）を2008年に発表した。この論文では過去に行われたライフサイ
クル・コスティングの事例研究（ケース・スタディ）について分析されている。
コルピ教授とアラ・リスク教授は2006年12月までに全世界で発表された英語で書かれた
論文を対象として、ABI Inform: ProQuest DirectやElsevier: Science Directなどの論文
検索データベースを活用して論文検索を行った。“Life Cycle Cost”and“Case”もしく
は“Life Cycle Costing”and“Case”というキーワードで論文検索を実施した結果、205
本の学術論文がヒットしたという。コルピ教授とアラ・リスク教授がつぎの基準で選別し
た結果、150本の論文は研究の対象外とされ、結果的に55本の論文が研究対象となった
［Korpi and Ala-Risku（2008）, p.244－245］。
①キーワード検索には引っかかったがフルテキストにアクセスできない論文（18本）
②キーワード検索では引っかかったが、ライフサイクル・コスティングに関する事例
が中心的に扱われているわけではないため事例研究とはいえない論文（132本）
図表9はコルピ教授とアラ・リスク教授が抽出した55本の事例研究論文がどの業種を対
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図表９　55本の事例研究論文の研究対象業種
業種
建設（construction）
エネルギー（energy）
輸送（Transportation）
製造業（Manufacturing）
研究所（Research）
不動産（Real estate）
合計
34
10
9
6
1
1
公共（Public）
14
5
3
0
1
1
民間企業
19
5
6
6
0
0
（出所）Korpi, E. and T.Ala-risku（2008）,“Life Cycle Costing: a review of published case 
　　　　studies,”Managerial Auditing Journal, Vol.23 , No.3, p.247.
（注１）建設とエネルギーの両方を対象に書かれていると判断された６つの事例研究論文については、
　　　　建設とエネルギーの双方にカウントされている。このため、合計が55ではなく、61となっている。
（注２）建設に関する事例研究論文のうち１本は公共と民間企業の区別が困難であるため、公共と民間
　　　　企業の双方にカウントされていない。このため論文の合計数が34となっている。
図表10　建設業界を対象にしたライフサイクル・コスティングの実態調査
実態調査を行った研究者あるいは団体
伊藤弘氏による調査13
Neale and Wagstaﬀによる調査14
実施年度
1994
1984
回答総数
（無回答除く）
102
  18
ライフサイクル・コスティ
ングを活用している企業数
約30％　　
3社（16.7％）
象として書かれた論文であるかを示したものである。図表から明らかなように55本の事例
研究論文のうち34本が建設業界を対象に書かれたものである。建設業界が事例研究論文の
研究対象として多く採りあげられているという事実は、建設業界がライフサイクル・コス
ティングの適用可能性が高く、実際に建設業界でライフサイクル・コスティングが活用さ
れていることを裏付けるものであると考えられる。
（３）事例研究以外の研究の蓄積
前項では事例研究という観点から建設業界とライフサイクル・コスティングの関係をみ
たが、事例研究以外でも建設業界を題材としたライフサイクル・コスティングの研究は多
くの蓄積がある。本稿の冒頭で原価計算および管理会計に関する実態調査（特定の業種に
限定しない実態調査）でライフサイクル・コスティングはほとんど適用されていないこと
を紹介したが、建設業界に属する企業だけを対象にした実態調査も小規模でかつやや古い
調査ではあるが存在する（図表10参照）。伊藤氏の調査結果を見る限りでは、建設業界は
他の業界よりもライフサイクル・コスティングが普及していると判断できる。
イギリスでは1980年代からフラナガン（R.Flanagan）教授とノーマン（G.Norman）教
授を中心として建物のライフサイクル・コストの研究がさかんに行われてきた。近年では
特に“ホールライフ・コスティング（Whole Life Costing）”に関する研究が盛んに行わ
れている。ホールライフ・コスティングは基本的な考え方はライフサイクル・コスティン
グときわめて類似している15が、ホールライフ・コスティングは対象を建設業界に限定し
ていること、およびリスクと不確実性（uncertainty）を考慮することを前面に押し出し
ているという特徴があり、ライフサイクル・コスティングの進化系であると主張する論者
もいる［Boussabaine and Kirkham（2004）, pp.6-15, Ellingham and Fawcett（2006）, p.20］
イギリスのBRE（Building Research Establishment）は1999年にホールライフ・コス
ティングに関する大規模な実態調査16を行った。ホールライフ・コスティングの活用状況
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図表11　BREによる実態調査結果
　　　　（どのような建物に対してホールライフ・コスティングを活用しているか）
商業用のビル
工業用の建物（工場など）
小売業用の店舗
教育施設
ヘルスケア（病院など）
レジャー施設
住宅
その他
決してない
（never）
23
26
21
14
10
14
14
17
ときどき
（sometimes）
20
13
10
16
15
5
5
12
しばしば
（often）
8
6
4
8
13
6
6
6
いつも
（always）
2
4
1
1
3
2
2
9
（出所）Clift, M. and K.Bourke（1999）, Study on whole life costing, BRE publication, London,p.20.
に関する調査を示したのが図表11である。「ときどき」使うも含めればかなりの割合でホ
ールライフ・コスティングが使われていることになる。
図表10および図表11から明らかなように、建設業界では比較的ライフサイクル・コステ
ィングが活用されていることがわかる。ただし、これらの調査は原価計算および管理会計
の実態調査とはまったく異なる目的で行われた調査なので安易な比較はできない。
５．むすび
本稿ではライフサイクル・コスティングが特殊な原価計算の手法であることを明らかに
したうえで、製品のタイプおよびビジネスモデルという観点からライフサイクル・コステ
ィングの適用可能性について考察した。第２節では、製品ライフサイクルが長く、製品の
製造段階以前よりも製造段階以後で発生するコストの方が大きな製品で、かつ価格自体が
高い製品がライフサイクル・コスティングの適用可能性が高い製品であることを明らかに
した。第３節では、メーカーとユーザーが一体となって製品開発を行い、かつメーカーと
ユーザーの関係が製品の引き渡し後も継続するようなビジネスモデルをもつ業態はライフ
サイクル・コスティングの適用可能性が高いことを明らかにした。これらの考察をふまえ
て、第４節ではライフサイクル・コスティングの適用可能性が高い業種の一つとして建設
業界について検討した。
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建造物（建物や橋など）は製品ライフサイクルが長く、建設コストの数倍の運用・保全
コストが発生し、かつ価格が非常に高額であることから、ライフサイクル・コスティング
を適用する意義が非常に大きい。また、建設会社は建物の設計段階ではユーザー（発注者）
と一体となって取り組むのが一般的であり、さらに建物の維持保全の段階でもグループ企
業を通じてユーザーと関係を持つケースが多いことから、建設業界のビジネスモデルはラ
イフサイクル・コスティングの効果を高める。ライフサイクル・コスティングの事例研究
に占める建設業界の割合が高いこと、および建設業とライフサイクル・コスティングに関
する先行研究はすでに一定の蓄積があることからも、建設業界はライフサイクル・コステ
ィングの適用可能性が高い業種であると考えられる。
しかし、ライフサイクル・コスティングの適用可能性が高いとはいってもすべての建設
業者がライフサイクル・コスティング（あるいはホールライフ・コスティング）に取り組
み十分な成果をあげているわけではなく、建設業界におけるライフサイクル・コスティン
グの活用には克服されるべき課題も多い17。また、適用可能性が高いと考えられる建設業
界において、ライフサイクル・コスティングが具体的にどのように活用されているかを明
らかにすることも必要である。本研究のみでは不十分であり、建設業者へのヒアリング調
査は必要不可欠であると考えられる。これらを今後の研究課題としたい。
１ 燈台の補助艦船の修繕を行う際に、燈台の管理者は入札により修繕を担当する業者を決めること
とした。入札の結果、管理者は最低の入札値を付けた業者ではなく、船の修繕コストに加えて関連
するコストも含めたトータル・コストを入札で示した業者に修繕を依頼した。この決定に対して最
低の入札値を付けた業者は会計検査院に調停を申し出たが、会計検査院はトータル・コストの概念
を支持して、この業者の申し出を却下したという［岡野（2003）、10頁］。
２ この調査は東京証券取引所一部上場企業の製造業824社、サービス・非製造業690社の合計1,514社
を対象として2002年7月と12月に行われたものである。質問73に「原価管理のために次のいずれの
手法を重視していますか。該当するものすべてに○をつけて下さい」という質問があり、質問用紙
に提示されている19の手法の中の一つにライフサイクル・コスティングが含まれている。詳細は高
橋（2003）を参照されたい。
３ この調査は財団法人産業経理協会の協力を得て2003年11月と2004年2月に行われた。同協会会員
企業377社と同協会非加盟企業542社の合計919社を対象として調査を行った。質問12に「ライフサ
イクル・コスティングをどの程度利用していますか」という質問があり、「頻繁に利用する」が1社、
「利用する」が4社、「どちらともいえない」が26社、「あまり利用しない」が49社、「殆ど利用しな
い」が73社であった。詳細は山田他（2004）を参照されたい。
４ この調査は1996年9月現在で全国8証券取引所に上場されている2,302社から水産・農林、鉱業、建
設および非製造業に属する997社を除き、残った1,305社のなかから無作為に抽出した653社を対象と
して1997年7月に行われたものである。質問40に「貴社ではライフサイクル・コスティングにどの
ように取り組まれていますか」という質問があり、「すでに広範に実施している」が4社、「部分的
に実施している」が9社、「実験的に実施している」が2社、「実施はしていないが、検討はしている」
が12社、「検討するまでに至っていない」が88社、「社内ではライフサイクル・コスティングそのも
のがほとんど知られていない」が49社、「無回答」が7社であった。詳細は森（1998）を参照された
い。
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５ この調査は東京証券取引所1部および2部上場の機械製造ポストの企業581社を対象として1994年
に行われたものである。質問5-24に「ライフサイクル・コスティングを実施しているか」という質
問があり、「実施している」が5社、「実施していない」が76社であった。詳細は佐藤編（1999）を
参照されたい。
６ この調査は財団法人産業経理教会の協力を得て1994年6月に行われた。同協会の会員を含むわが
国の主要企業1,000社を対象として調査を行い、229社から回答を得ている。質問Ⅰ－152「原価管理
の新方式」という質問の中に「ライフサイクル・コスティングを実施しているか」という質問があ
る。Ⅰ－152の質問には126社が回答し、8社が「実施している」と回答した。詳細は西澤（1995）
を参照されたい。
７ 伝統的に考えられてきたライフサイクル・コストの範囲（開発・設計コスト、製造コスト、運
用・保全コスト、廃棄コスト）だけではなく、より広範なコストをライフサイクル・コストに含め
るべきだという主張する研究が見られる。
例えば、IEC（International Electrotechnical Commission）はつぎのようなコストをライフサイ
クル・コストに含めるべきだと主張している［IEC（2004）, p.11-12］。
・製品トラブルが生じた場合の補償コストや製品回収コスト
・製造物責任コストなどのような法的責任コスト
・故障期間中に顧客に代替品を提供するためのコスト
・悪い印象や評判によって引き起こされる売上の減少。
また、エンブレスボーグ（J.Emblemsva○g）氏はIECよりもさらに広い範囲のコストをライフサイ
クル・コストに含めることを主張している［Emblemsva○g（2003）, pp.30-32］。
・訴訟問題や法律違反を回避するために雇う顧問弁護士料
・法律を遵守しない場合の罰金
・製品トラブルが起きた場合の顧客への補償
・環境汚染を防止するための対策コスト
・将来的に環境汚染が発生した場合の汚染物除去に要するコスト
・顧客ロイヤリティーの喪失
・企業イメージの喪失
・ブランドネームの喪失
・顧客や株主との関係悪化
ヴェルトリ（A.T.Veltri）准教授らは、SH&Eコスト（Safety, Health and Environment cost：
安全・健康・環境に関連したコスト）という独自のコストカテゴリーを主張し、これらに属するコ
ストが近年企業で急激に増大していることから、従来議論されてきたLCCに加えて、SH＆Eコスト
を含めたLCCのモデルについて検討している［Veltri et al.（2003）, p.23］。
８ このような表現の相違はライフサイクル・コスティングをメーカーとユーザーのどちらの立場に
立って考えるかによる。メーカーの立場から考える場合には物品の取得に要するコストは「開発・
設計コスト」と「製造コスト」になるが、ユーザーの立場から考える場合には「取得コスト」であ
る。
９ ユーザーが製品を使用する段階で発生するコストを「運用・保全コスト」ではなく「使用コスト」
としている文献もあるが、本稿では運用・保全コストで統一する。
10 この調査は無作為に選んだアメリカ企業の購買担当取締役（purchasing executive）400人と地方
購買管理協会（local purchasing management association）に所属する購買担当者40人に対して質
問票を送付し、107人から回答を得ている（回収率約27％）。質問票の発送時期については特に明記
されていない。詳細はJackson,Jr. and Ostrom（1980）を参照されたい。
11 デザイン・ツー・コストのようにメーカーとユーザーが一体となって製品の開発・設計を行わな
ければライフサイクル・コスティングは適用できないわけではないことに注意されたい。市場見込
生産形態で生産される製品であってもライフサイクル・コスティングの考え方を採用することはで
きる。ただし、その場合には製品のユーザーが特定できないため、ユーザーの要求（コスト・性能
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等）が直接には把握できない。ユーザーが負担するコストについても類似製品のデータを用いるか、
あるいはメーカーが当該製品のユーザーを想定したうえで予測値を使うなどの方法で対応すること
になる。したがって、デザイン・ツー・コストとセットでライフサイクル・コスティングを適用し
た場合と比較してライフサイクル・コストのデータに信頼性が劣ることは否めない。
12 東急グループに加盟する企業で、ファシリティ・マネジメントのサービス提供と関連するものと
して、代表的なものとして、つぎの企業が挙げられる。東建産業株式会社（水道・空調・消火設備
の管理など）、東急リニューアル株式会社（建物の改修・改装など）、株式会社東急コミュニティー
（マンションおよびビルの管理と改修工事など）、東急ファシリティーサービス株式会社（ビルおよ
びマンションの管理とメンテナンスなど）。なお、東建産業と東急リニューアルは東急建設の直接
の子会社である。
13 この調査は東京と大阪のビルジング協会、建築士会、建築業協会、ビルメン協会の会員名簿から
上位数十社を抽出した企業に対して1993年12月質問票を送付している。質問票の作成にあたり、発
注者、設計者、施工者、施設管理者の各立場向けに４つの様式を作成して、発注者には166通、設
計者には222通、施工者には154通、施設管理者には166通の合計708通の質問票を送付し、291通の
回答を得ている。質問４に「過去３年間にライフサイクル・コスティングを実際に使ってみたこと
があるか」という質問があり、全体では約30％、施工者と管理者では約15％、設計者で約40％、発
注者で約30％がライフサイクル・コスティングを使ったことがあると回答している。なお、伊藤氏
の論文では正確な回答数が記載されておらず、パーセンテージだけが記述されている。詳細は伊藤
（1994）を参照されたい。
14 この調査はイギリスのビル建設に関連する公的な組織の代表者および私的な組織の取締役を対象
にして1983～1984年に行われた。質問２でビルの「建設プロジェクトをどのように評価するか」と
いう質問があり、初期投資コストのみで評価するが10社、初期投資コストと将来のランニングコス
トの一部を加えて評価するが5社、ライフサイクル・コスティングを活用するが3社となっている。
詳細はNeale and Wagstaff（1985）を参照されたい。
15 紙幅の関係から本稿ではライフサイクル・コスティングとホールライフ・コスティングの比較検
討はできない。中島（2007）においてホールライフ・コスティングの歴史的展開およびライフサイ
クル・コスティングとの比較検討を行っているので参照されたい。
16 この調査はBREが1998年に建設業界の関係者900人以上に郵便質問票および電話調査を行い、87
人から回答を得ている。図表11は質問2.0の回答結果を抽出したものであり、どのような建物に対し
てライフサイクル・コスティングを活用しているかを聞いている。なお、該当しない等の理由によ
り無回答の場合も場合もあるので、回答数の合計が87にはならない。
17 イギリスにおけるホールライフ・コスティングの課題についてはBREの調査が参考になる。この
調査では回答した87社中65社が将来的にホールライフ・コスティングを活用したいと考えているが、
その一方でイギリスの建設業界でホールライフ・コスティングが十分に活用されていないことも明
らかになっている。その理由として、ホールライフ・コスティングを行うために必要な十分なデー
タベースが揃っていない、標準的な見積りテンプレートが確立されていない、長期的な観点から意
思決定を下すユーザーが少ないことなどが挙げられている。詳細はClift and Bourke（1999）を参
照されたい。なお、中島（2007）においてBREが行った調査について検討している。
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